
 宮城県監査委員告示第１７号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により報告した定期監査結

果等について，宮城県知事から同条第１２項の規定により下記の措置を講じた旨の通知があっ

たので，同項の規定により公表する。 

 

  平成２４年１月２４日 

 

                      宮城県監査委員  安  藤 俊  威 

                      宮城県監査委員  菅  間    進 

                      宮城県監査委員  遊  佐 勘左衛門 

                      宮城県監査委員  工  藤 鏡  子 

記 

１ 監査委員の報告日 

  平成２３年９月１４日 

２ 通知のあった日 

  平成２３年１１月１日 

３ 監査委員の報告の内容及び措置の内容 

（１）税務課・地方税徴収対策室 

  イ 監査委員の報告の内容 

       県税において，収入未済があったので，県税事務所に対する収納促進の指導徹底と

   適切な債権管理を図られたい。 

    （内容） 

    ・Ｈ２２年度収入未済額 

      現年度分   ３，２７９，８３５，７５６円 

      過年度分   ６，０９１，９５４，１９９円 

       合  計   ９，３７１，７８９，９５５円 

    ・Ｈ２１年度収入未済額 

      現年度分   ３，０６７，５８０，１１６円 

      過年度分   ５，７００，９９４，５８１円 

       合  計   ８，７６８，５７４，６９７円 

  ロ 措置の内容 

    東日本大震災の影響から，県税滞納額縮減対策本部事業計画に代わる「県税滞納額縮

   減方針」を策定し，震災による被災者には配慮しつつも，納税資力のある滞納者に対し

   ては，厳正な滞納処分の実施による収納確保の促進に努めることとした。 

    この方針に基づき，各県税事務所で実施する対策及び進行管理を具体的に定めた縮減

   対策目標と事業計画を提出させたところである。また，滞納整理の進捗状況については，

   定期的に税務課へ報告することとし，税務課においても引き続き適切な債権管理に向け

   た指導及び助言を行っていくものとした。また，個人県民税以外の滞納額は着実に縮減

   が図られており，現在講じている対策を継続して実施していくこととする。 

    一方，滞納額が累積する個人県民税については，これまでの徴収努力により現年度分

   の収入未済額が縮減し，滞納額の増加に鈍化の傾向が見られるようになった。今後は滞

   納繰越分も含めた縮減に向け，市町村との共同催告や県での直接徴収及び地方税徴収対



   策室での滞納整理を強化するほか，新たに設置した「個人住民税特別徴収推進会議」で

   特別徴収の推進について，全県的な取組を検討することとした。 

 

（２）廃棄物対策課・竹の内産廃処分場対策室 

  イ 監査委員の報告の内容 

    特別納付金（産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）において，債務者に対

   して納付命令しているものの，納付されていない状況にあるので，収納促進と適切な債 

   権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２２年度収入未済額 

      現年度分    ２６，１６１，０６８円 

      過年度分   ４９３，９５４，９５６円 

      合  計   ５２０，１１６，０２４円 

    ・Ｈ２１年度収入未済額 

      現年度分   ３３０，０１７，６１２円 

      過年度分   １６３，９３７，３４４円 

      合  計   ４９３，９５４，９５６円 

  ロ 措置の内容 

    債務者に対しては，電話連絡，自宅訪問，催告書による差押予告等を実施したほか，

   金融機関や所在市町村において，当該債務者の資産調査を実施したが，優良な資産は確

   認できず収入の確保に至らなかった。  

    所在が不明として，納付命令書・督促状等の郵便物が返戻されている債務者について

   は，公示送達により法的効果を確保したほか，当該債務者の住民票を有する市町村に再

   度，調査を依頼するとともに現地調査も実施した。数人の転居の事実は確認できたが，

   本人との接触や居所の確認はできなかった。 

    引き続き，粘り強く債務者に納付を促す交渉を行っていくほか，資産調査や所在調査

   を継続して実施し，新たな資産の発見や所在確認に努める。また，催告の強化や差押な

   どの強制徴収の実施，一部納付の推進などにより，収入未済の縮減を図っていくものと

   する。 

 

（３）子育て支援課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    母子寡婦福祉資金貸付金償還金及び児童保護費において，収入未済があったので，保

   健福祉事務所及び児童相談所に対する収納促進の指導徹底と適切な債権管理を図られ

   たい。 

   （内容） 

    ○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分    ２０，８４３，０７５円 

       過年度分    ６６，５５４，３６７円 

        合  計    ８７，３９７，４４２円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分    １６，７０９，４６４円 



       過年度分    ５７，５４１，９８７円 

        合  計    ７４，２５１，４５１円 

    ○児童保護費 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分     ３，３８４，６４０円 

       過年度分    １４，１５７，７２３円 

        合  計    １７，５４２，３６３円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分     ３，９８０，７６０円 

       過年度分    １３，２５３，２３３円 

        合  計    １７，２３３，９９３円 

  ロ 措置の内容 

    収入未済額の縮減については，過年度分の収入未済の縮減と併せて，現年度分の新た

   な収入未済の発生を抑制することが重要と認識している。 

    このため，収入未済額の縮減に向けた行動計画の目標を見直すなど保健福祉事務所等

   と協議し，具体の取組を強化することとしている。 

    さらに，長期滞納者への法的措置を含めた対応についても検討していく。 

    また，申請段階から償還・納付まで納入義務者の生活状況を確認し，納入義務者への 

   きめ細やかな指導・助言を行うほか，滞納者への電話・文書による督促や訪問指導を今 

   後とも継続して実施し，収入未済額の縮減に努めていく。 

 

（４）障害福祉課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    児童福祉費（扶養保険費），社会福祉費（第二啓佑学園），児童福祉費（啓佑学園）

   及び雑入（扶養保険扶助費）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権

   管理を図られたい。 

   （内容） 

    ○児童福祉費（扶養保険費） 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分     １，６３１，５１０円 

       過年度分    １１，４３４，８７０円 

        合  計    １３，０６６，３８０円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分     ２，２９０，１２０円 

       過年度分     ９，８８４，３００円 

        合  計    １２，１７４，４２０円 

    ○社会福祉費（第二啓佑学園） 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分     １，０９７，２７４円 

       過年度分       ４２９，７４８円 

        合  計     １，５２７，０２２円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分       ６４３，８７０円 



       過年度分             ０円 

        合  計       ６４３，８７０円 

    ○児童福祉費（啓佑学園） 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分       ４２９，３２０円 

       過年度分     １，３２８，８５４円 

        合  計     １，７５８，１７４円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分       ３０９，６４１円 

       過年度分     １，５０７，６０３円 

        合  計     １，８１７，２４４円 

    ○雑入（扶養保険扶助費） 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分        ４０，０００円 

       過年度分       ２３０，０００円 

        合  計       ２７０，０００円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分        ６０，０００円 

       過年度分       １７０，０００円 

        合  計       ２３０，０００円 

  ロ 措置の内容 

    「平成２２年度収入未済額の縮減に向けた行動計画」に則り，督促状の送付，電話連

   絡，家庭訪問等を地道に行って，市町村及び宮城県社会福祉協議会などの関係機関との

   連携を図りながら納入指導を実施した結果，以下のとおり状況が改善した。 

     今後とも引き続き効果的な取組を促進し，収入未済額の縮減を図っていく。 

    ［平成２３年９月末日現在における収納状況］  

     ○児童福祉費（扶養保険費）                    

       収入済額     １，０７２，１８０円 

       収入未済額   １１，９９４，２００円  

     ○社会福祉費（第二啓佑学園） 

        収入済額       ２６９，７２８円    

        収入未済額    １，２５７，２９４円    

     ○児童福祉費（啓佑学園）          

       収入済額       ３１９，８２６円  

       収入未済額    １，４３８，３４８円  

     ○雑入（扶養保険扶助費） 

       収入済額             ０円  

       収入未済額      ２７０，０００円 

 

（５）農林水産経営支援課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，収入未済があったので，収納促進と 

   適切な債権管理を図られたい。 



   （内容） 

    ・Ｈ２２年度収入未済額 

      現年度分     ４，８０４，０００円 

      過年度分    １２，３５４，０００円 

       合  計    １７，１５８，０００円 

    ・Ｈ２１年度収入未済額 

      現年度分     ３，２４２，０００円 

      過年度分    １０，０５１，０００円 

       合  計    １３，２９３，０００円 

  ロ 措置の内容 

    林業・木材産業改善資金貸付金償還金の収入未済額については，債務者（連帯保証人 

   を含む。）への電話連絡や訪問面談により生活実態を把握するとともに，関係機関から 

   必要な情報を得て納入の指導を行うことで縮減を図っている。 

    長期延滞者の多くは離業，倒産による破産者や多重債務者などで無資力に近く，償還 

   が困難となっている状況も見受けられるので，今後も引き続き，電話連絡，訪問面談等 

   により，収納促進と適切な債権管理に努めていく。 

 

（６）林業振興課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    補助金等精算返還金（国産材産地体制整備事業補助金及び地域材ブランド化促進事業 

   補助金）において，収入未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２２年度収入未済額 

      現年度分             ０円 

      過年度分    ２７，２１４，８０４円 

       合  計    ２７，２１４，８０４円 

    ・Ｈ２１年度収入未済額 

      現年度分    ２７，２１４，８０４円 

      過年度分             ０円 

       合  計    ２７，２１４，８０４円 

  ロ 措置の内容 

    事業実施主体が，経営環境の激変等により事業継続を断念したことを受け，工場施設 

   等の補助施設を対象に平成２２年１月に補助金残価相当分の返還を求めたものであり， 

   年度内に返還されず収入未済になった。 

    対象施設については，平成２２年３月２３日に日本政策金融公庫が裁判所に競売申立 

   てを実施しており，競売終了後に，速やかに債権回収を図る必要がある。 

    そのため，平成２２年度は仙台地方裁判所から公告時期等の競売に関する事務処理の 

   進捗状況を確認するとともに，金融公庫仙台支店から競売終結までの必要年数等を情報 

   収集するなど，補助金等の返還に向けて関係機関との調整に努めた。 

    今後も引き続き，収納促進と適切な債権管理に努めていく。 

 

（７）都市計画課 

  イ 監査委員の報告の内容 



    土地区画整理組合事業資金貸付金償還金に係る延滞金において，収入未済があったの 

   で，収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ・Ｈ２２年度収入未済額 

      現年度分             ０円 

      過年度分   ２３７，２２７，７０２円 

       合  計   ２３７，２２７，７０２円 

    ・Ｈ２１年度収入未済額 

      現年度分   １９９，４５５，６１４円 

      過年度分    ３７，７７２，０８８円 

       合  計   ２３７，２２７，７０２円 

  ロ 措置の内容 

    平成２１年度分については，土地区画整理組合に対する平成１２年度及び平成１３年 

   度の貸付金が延滞になっていたところ，平成２１年７月に，国の無利子再貸付制度の時 

   限措置を活用して，県への未返済元金分４億４千万円を再貸付けし即日返済の措置を講 

   じたことにより，延滞金・延納金の額が確定したものである。平成２２年度分について 

   は，この措置により，新たな延滞金・延納金は発生していない。 

    今後の土地区画整理組合に対する債権（貸付金及び延滞金・延納金）回収のためには， 

   保留地販売の促進による財務状況の改善が必要であり，債権者間で締結した協定に定め 

   る返済スキームに基づいた計画的な返済を図るべく，組合の運営状況の確認や指導・助 

   言を引き続き行っている。 

    なお，貸付に当たっては連帯保証人を設定しており，また，平成１７年及び平成２１ 

   年に担保の設定も行い，収入未済額分と元金に係る債権の保全を図っている。 

 

（８）住宅課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    県営住宅使用料，県営住宅駐車場使用料及び特定公共賃貸住宅使用料において，収入 

   未済があったので，収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ○県営住宅使用料 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分   １１３，４４１，３９０円 

       過年度分   １９２，４８４，９１８円 

        合  計   ３０５，９２６，３０８円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分    ９９，３１０，０３１円 

       過年度分   １６６，８９２，５８３円 

        合  計   ２６６，２０２，６１４円 

    ○県営住宅駐車場使用料 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分     ９，６７１，０００円 

       過年度分     ９，４０２，０００円 

        合  計    １９，０７３，０００円 



     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分     ８，１４７，６００円 

       過年度分     ７，７６９，２６４円 

        合  計    １５，９１６，８６４円 

    ○特定公共賃貸住宅使用料 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分       ２２７，５００円 

       過年度分       ７０５，１００円 

        合  計       ９３２，６００円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分             ０円 

       過年度分       ７０５，１００円 

        合  計       ７０５，１００円 

  ロ 措置の内容 

    平成２３年度から２５年度までを「滞納縮減重点取組推進期間」として重点的に取り 

   組む。 

    滞納家賃縮減策の検討機関として，有識者を中心に組織する「県営住宅滞納家賃等縮 

   減推進委員会」を設置し，課題分析と対応策の検討を行い，具体的な行動計画を策定す 

   る。 

    当面の取組として，入居中の滞納者及び退去した滞納者について，次の対策を講じる。 

    【入居中の滞納者に対する対策】 

     ・口座振替利用の促進 

       新規入居者に対し口座振替利用の徹底を図る。 

     ・時間外等の訪問督促の強化 

       管理代行者（宮城県住宅供給公社）による時間外等の訪問督促を強化するとと 

      もに，平成２３年９月から当課と同公社が連携して滞納者全戸の訪問督促を継続 

      的に実施している。 

     ・生活保護受給者の代理納付の拡大 

       現在，６事務所（県保健福祉事務所及び市社会福祉事務所）で実施しているが， 

      未実施の市に対し代理納付の導入を働きかける。 

    【退去した滞納者に対する対策】 

     ・民間債権回収業者への回収業務の委託 

       県営住宅等を退去した滞納者に対しては，平成２０年度から導入している民間 

      債権回収業者への滞納家賃等収納業務委託を引き続き活用し，滞納家賃等の回収 

      率の向上を図る。 

 

（９）警察本部 

  イ 監査委員の報告の内容 

    放置違反金及び放置違反金に係る延滞金において，収入未済があったので，収納促進 

   と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

    ○放置違反金 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 



       現年度分    １１，００２，０００円 

       過年度分    ２６，８５３，１３５円 

        合  計    ３７，８５５，１３５円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分    １２，７９９，０００円 

       過年度分    ２５，１８０，５３６円 

        合  計    ３７，９７９，５３６円 

    ○放置違反金に係る延滞金 

     ・Ｈ２２年度収入未済額 

       現年度分       ６８２，６９０円 

       過年度分       ９５１，１００円 

        合  計     １，６３３，７９０円 

     ・Ｈ２１年度収入未済額 

       現年度分       ６３９，１００円 

       過年度分       ５２６，６００円 

        合  計     １，１６５，７００円 

  ロ 措置の内容 

   １ 催促による自主納付の促進  

     督促後も納付しない滞納者に対しては，催促状の送付，電話や臨戸訪問による催促 

    を強化し，自主納付を促している。 

   ２ 追跡調査等による納付の促進 

     使用者の所在不明や車両転売等による使用者不明等に対しては，所在調査や追跡調 

    査を行い，納付を促している。 

   ３ 催促に応じない滞納者への対応 

     再三の催促等に応じない滞納者に対しては，滞納整理手続に移行している。 

 

（10）障害福祉課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    国庫補助金返還金において，納付が遅延したため，延滞金が発生したものが認められ 

   たので，今後再発しないように対策を講じられたい。 

   （内容） 

    ・納付期限  平成２２年３月 ９日 

    ・納付日   平成２２年３月２４日（１５日遅延） 

    ・支払額   ７６５，７２０円 

    ・延滞金     ３，４４５円 

  ロ 措置の内容 

    特別障害者手当等給付費補助に係る返還額については，今後は必要な事務処理手続を 

   遅滞なく行うよう複数人で確認することとし，納付期限を厳守する。 

 
（11）視覚支援学校 

  イ 監査委員の報告の内容 

    教科書の購入手続等において，職員が不適切な事務処理を繰り返し行ったことが認め 

   られたので，再発防止に向けて速やかに事務の改善を講じられたい。 



   （内容） 

    ○教科書の購入手続において，職員が業者の請求書を偽造し，支払遅延となったもの 

     ・件数          １件 

     ・金額  １，４２７，６３０円 

    ○通院の実態がないのにもかかわらず，虚偽の病気休暇を申請し，不正に病気休暇を 

    取得していたもの 

     ・不正取得日数     １８日 

    ○公印等の無断押印が行われていたもの 

     ・校長印及び給料担当者印 

  ロ 措置の内容 

    校内においては，不適切事務の早期発見及び防止策として，「教科書関係事務処理フ 

   ローシート」を定め，複数の職員によるチェックが働き，正確が期されるよう様式見直 

   しなど６つの対策を講じた。 

    当該職員の虚偽の病気休暇日数については欠勤として処理し，不正に受給した給料 

   ２７３，２５８円を平成２２年度内に返納した。また，休暇承認に当たっては，病気休 

   暇・特別休暇に必要な添付書類（診察券・領収書等）の確認を厳正に行うこととした。 

    公印等の無断押印防止に向けては，公印の管理を厳格に行う旨，校内に周知徹底する 

   とともに，金庫（公印の保管場所）の鍵の管理の徹底と，私印についても，安易に放置 

   せず適切に管理するよう指導した。 


